
2017.4 10

訓大田原地域職業訓練センター 湯湯津上庁舎 黒黒羽庁舎 生生涯学習センター 体県立県北体育館

歳出
（性質別）
350 億円

歳入
350 億円

自主財源
137 億
1,608 万円
39.2％

依存財源
212 億
8,392 万円
60.8％

市税
100 億
7,957 万円
28.8％

繰入金
14億

1,950 万円
4.1％

諸収入
８億 5,424 万円

2.4％
使用料および手数料
４億 397 万円
1.2％

地方交付税
77億円
22.0％

市債
48億

2,050 万円
13.8％

国庫支出金
44億
579 万円
12.6％

県支出金
22億 9,363 万円

6.6％

地方消費税交付金
14億円
4.0％

寄附金
1億 5,041 万円

0.4％

その他交付金など
6億 6,400 万円

1.8％

繰越金
4億円
1.2％

分担金および負担金
3億 6,084 万円

1.0％

財産収入
4,755 万円
0.1％

義務的経費
132 億
7,115 万円
37.9％

その他経費
150 億
1,207 万円
42.9％

投資的経費
67億

1,678 万円
19.2％

人件費
51億

6,699 万円
14.8％

扶助費
42億

4,332 万円
12.1％

公債費
38億

6,084 万円
11.0％

普通建設事業費
67億 1,677 万円

19.2％

補助費等
56億
967 万円
16.0％

物件費
56億

7,901 万円
16.2％

繰出金
26億

4,133 万円
7.6％

貸付金・出資金
6億 282 万円
1.7％

予備費
3,000 万円
0.1％

維持補修費
4億 4,656 万円

1.3％

災害復旧費
1万円
0.0％

積立金
268 万円
0.0％

　大田原市の将来像である「知恵と愛のある協働互敬のまちづくり」の実現を目指し、本年度から新たになりました
大田原市総合計画「おおたわら国造りプラン」における６項目の基本政策に沿った編成を行いました。
　本年度は特に、少子化・高齢化対策に力を注ぎ、婚活、出会い事業、子育て環境の整備や高齢者の社会参加を促す
など活力あるまちづくりに取り組みます。多様化するニーズに適切に対処し、最小の経費で最大の効果を上げる事業
展開を図ることを目標とした予算配分としました。

■平成 29年度当初予算の概要
一般会計当初予算額は350億円

『おおたわら国造り実行予算』を編成

【歳入】
自主財源…市が自ら収入する財源
依存財源…国や県などから交付されたり、割り当てられたりする財源
市税…市民税、固定資産税、軽自動車税など、市に納めていただく税金
繰入金…他会計や基金（預金）などから一般会計に繰り入れする資金
繰越金…前年度の余剰金など
財産収入…市の財産の貸し付けや売り払いによる収入
地方交付税…市町村の財政が一定の水準を維持できるよう、国から交付　

されるもの
市債…公共施設の建設などのために、国や金融機関から借り入れるお金

【歳出（性質別）】
人件費…市長、市議会議員などの報酬や一般職員の給料など	
扶助費…生活保護、児童福祉、高齢者福祉など援助が必要な人に支出す

る経費	
公債費…借り入れをした元金や利子の償還金	
普通建設事業費…道路、学校、公共施設等の建設経費など
災害復旧費…災害を受けた施設等を復旧するための経費
補助費等…各種団体などへの負担金や補助金、報償金など	
物件費…消耗品費、光熱水費、委託料、使用料など	 	
繰出金…一般会計から特別会計や企業会計へ支出される経費	
貸付金・出資金…各種団体などへの貸付金、出資金	
維持補修費…施設維持のための補修費
予備費…使途を特定しないで計上し、不測の事態に対応するための経費
積立金…各種積立金	

固定資産税
48億 9,467 万円

48.5％市民税
41億 5,255 万円

41.2％

市たばこ税
4億 8,160 万円

4.8％

都市計画税
3億 2,287 万円

3.2％

軽自動車税
2億 788 万円
2.1％

入湯税
2,000 万円
0.2％

　市税は、大田原市の歳入の 28.8％を占める
貴重な自主財源です。
		皆さんに納めていただいた税金は、市民福
祉の向上や、道路をはじめとする社会資本の
形成の財源として使われています。	

市税の内訳

用語解説
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■一般会計の当初予算額と市債残高の推移

19 年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

市債残高の推移 302.2億円 307.0億円 327.2 億円 331.3億円 329.5億円 327.9億円 330.5億円 315.8億円 310.5億円 317.6億円 329.5億円
当初予算額の推移 279.8億円 274.2億円 291.3 億円 280.8億円 294.0億円 300.7億円 297.4億円 307.3億円 329.3億円 346.0億円 350.0億円

市債残高の推移 当初予算額の推移
億円

350

360

340	

330
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300
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270

260
250

事業名 借入予定額
庁舎復興再整備事業 13億 6,580 万円
大田原小学校・紫塚小学校校大規模改造事業 4億 370 万円

合　　　計 17億 6,950 万円

　合併した市町村で借入できる有利な地方債（※）である合併特
例債を積極的に活用し、市内全域で道路や公園などの公共施設の
整備を進めます。平成 29年度は次の事業で合併特例債を活用し
ます。

■合併特例債事業

※地方債とは多額の費用を要する事業のための長期借入金です。
そのうち合併特例債は、借入できる割合が高いことと、返済につ
いて国の財政支援措置がある大変有利な地方債です。

※市債残高は、27年度までは決算額、28年度は見込額、29年度は当初予算額です。

よいち家・１ヵ月の家計簿

　問財政課　　（２３）８７９７

（　）内は前年度比

入ってくるお金 　合計　39 万円（  ± 0 千円） 使うお金 合計　39 万円（± 0 千円）

給料（市税） 11 万 2千円（	± 0千円） 食費（人件費） 5万 8千円（　		　+1 千円）

パート収入（使用料など） 9千円（	± 0千円） 家族の医療費（扶助費） 4万 7千円（　　△ 2千円）

親からの仕送り 18万 3千円（			+1 千円） ローンの返済（公債費） 4万 3千円（　　△ 2千円）

　（地方交付税・補助金など） 光熱水費などの雑費（物件費など） 6万 3千円（　　△ 1千円）

借金（市債） 5万 4千円（			+2 千円） 知人への援助費など（補助費など） 6万 3千円（	　			△ 8	千円）

貯金の取り崩し（基金） 1万 6千円（	△ 1千円）
家・車などの修理・買い替え
（普通建設事業費など）

8万円（		+1 万 3千円）

その他 1万 6千円（	△ 2千円） 子どもたちへの仕送り（繰出金） 2万 9千円（　　△ 1千円）

貯金や知人への貸付など 7千円（　　± 0千円）

　家庭の家計と市の財政では、規模もお金の使い道も違うため、単純に比べることはできませんが、平成 29年度一般会計当
初予算（350 億円）を、県内で平均的とされる年収 470 万円（1か月あたり 39万円）の世帯に例えてみました。
　「給料」にあたる市税は、景気回復基調であることを考慮して増加しています。「家の増改築費」が増加しているのは、新庁
舎建設事業や小学校の校舎改築事業、市道の整備に係る経費が増加しているためで、その経費をまかなうための「借金」も増
加しています。

特別会計 当初予算額 前年度比
国民健康保険事業費 96億 6,800 万円 1.5% 増
下水道事業 20億 4,500 万円 6.1% 増
農業集落排水事業 1億 9,100 万円 5.1% 減
介護保険 67億 5,300 万円 6.5% 増
子育て支援券 1億 5,650 万円 4.3% 減
後期高齢者医療 6億 3,070 万円 3.8% 減
須賀川財産区 80万円 1.2% 減

　特別会計では、前年度と比較して、6億 2,999 万円の増額
となりました。増額の主な要因は、国民健康保険事業費特別
会計における、被保険者一人当たりの給付費の高額化に伴う
保険給付費の増額、介護保険特別会計における、地域密着型
介護保険福祉施設の開所に伴う保険給付費の増額です。
　企業会計では、前年度と比較して、1,900 万円の増額となり
ました。増額の主な要因は、道路改良等に伴う排水管移設工
事費の増額です。

■特別会計・企業会計

企業会計 当初予算額 前年度比
水道事業 23億 1,400 万円 0.8% 増
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